
区市町村民税所得割額（保育料階層）の確認方法

区立延長保育料の算定に使用する区市町村民税所得割額の見方

１．会社員等（住民税が給与天引きの方）

保育料階層算定期間 算定根拠となる区市町村民税

４月から８月分 前年度の区市町村民税所得割額

９月から３月分 当年度の区市町村民税所得割額

・保育料階層は、世帯の区市町村民税所得割額を基に決定します。

・階層区分の算定に使用する区市町村民税所得割額とは、税額控除前の区市町村民税所得割額から調整控除を控除した額です。

調整控除以外の税額控除（配当控除、住宅借入金等特別税額控除、寄付金税額控除、外国税額控除、配当割額又は株式等譲渡所得割額控除）は適用しません。

ただし、令和６、７年度区市町村民税所得割額に限り、定額減税額も控除されます。

・指定都市（横浜市、川崎市等）で住民税が決定されている場合は、税源移譲により変更される前の税率（６パーセント）を用いて区市町村民税所得割額を算出し、保育料階層を決定します。

・海外収入のある方や大使館職員等は、年間の収入額が分かる資料（給与証明書等）を基に、区市町村民税所得割相当額を算出し、保育料階層を決定します。

・階層の算定は、４月から８月分までは前年度の区市町村民税所得割額、９月から３月分までは当年度の区市町村民税所得割額により行います。

※税額変更等があった場合は階層が異なる場合があります。

決定した区立延長保育料については、延長保育料決定通知書でご確認ください。

住民税が給与から天引きとなっている方は、毎年５月または６月ごろに勤務先を通じて「特別徴収税額通知書（納税義務者用）」が配布されます。

※会社員の方でも、特別徴収ではなく普通徴収となっている場合があります。徴収方法については、勤務先にご確認ください。

※特別徴収と普通徴収の両方に該当する方は、２ページをご覧ください。

※通知書の書式は、市区町村によって異なります。

「税額控除前所得割額④」を区市町村民税所得割額として区立延長保育料をご確認ください。

実際の延長保育料算定では、「税額控除前所得割額④」の金額から税額控除として１，５００円以上の調整控除額（扶養人数や収入等により調整控除額は変動します。なお、合計所得が２，５００万円を

超える方は調整控除の対象となりません。） 及び定額減税額を控除しますが、概ねの区立延長保育料は試算できます（定額減税の金額内訳は摘要欄に記載されます。）。

保護者毎の区市町村民税所得割額を合算し、認可保育所等利用者負担額（区立延長保育料）階層表にあてはめてください。

実際に算定される区立延長保育料とは異なる場合もありますので、ご了承ください。
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２．自営業等（区民税を自身で納付する方）

毎年６月に区が送付する「特別区民税・都民税 税額決定納税通知書」の「（４）合計税額」の欄をご覧ください。

区立延長保育料を確認する区市町村民税所得割額は、「所得割合計額（A）－（調整控除（B）+定額減税額（C））」となります。

保護者毎の区市町村民税所得割額を合算し、認可保育所等利用者負担額（区立延長保育料）階層表にあてはめてください。

実際に算定される区立延長保育料とは異なる場合もありますので、ご了承ください。
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３．課税証明書を発行される方

「特別徴収税額通知書（納税義務者用）」又は「特別区民税・都民税・森林環境税 税額決定納税通知書」を紛失された場合、再発行はしておりません。

紛失された方、または、非課税の方の場合は、その替わりの書類として、特別区民税・都民税 課税（非課税）証明書（有料）を発行して確認することができます。

詳しくは、目黒区ホームページでご確認ください。

区立延長保育料を確認する区市町村民税所得割額は、「税額控除前所得割（Ａ）－（調整控除（B）+定額減税（C)）」となります。

保護者毎の区市町村民税所得割額を合算し、認可保育所等利用者負担額（区立延長保育料）階層表にあてはめてください。

実際に算定される区立延長保育料とは異なる場合もありますので、ご了承ください。
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４．源泉徴収票や給与証明書等からの区市町村民税所得割額の算定

　令和7年度個人住民税の定額減税（令和6年度からの主な改正点）

納税義務者本人の合計所得金額が1,805万円以下で、令和6年12月31日現在で、控除対象配偶者に該当しない同一生計配偶者（注記1）を有する方に対して、
1万円の定額減税を実施します。

（注記1）　納税義務者本人の合計所得金額が1,000万円超で、かつ、配偶者（国外居住者を除く）の合計所得金額が48万円以下の方。
（注記2）　1万円の定額減税に対し、区立延長保育料の算定には、区民税分の6,000円が適用されます。

源泉徴収票や給与証明書等では、区立延長保育料の試算に必要な区市町村民税所得割額を確認することはできません。

そのため、税額シミュレーションを活用して区立延長保育料の試算に必要な区市町村民税所得割額をご確認ください。
目黒区 特別区民税・都民税 シミュレーション

https://zeisim.e-civion.net/tax-

お手元に源泉徴収票をご用意いただいたうえで、ご確認ください。

※課税されている方は、保護者毎の区市町村民税所得割額を合算して区立延長保育料は算定されます。

必要な項目をすべて入力したうえで、「税額試算」をクリックすれば区立延長保育料の試算に必要な区市町村民税所得割額が確認できます。令和6年度の税額シミュレーションでは定額減税

額も記載されますが、令和7年度の税額シミュレーションでは定額減税額の記載はありませんので、ご注意ください。

区立延長保育料を確認する際の参考資料としてご活用ください。

≪注意≫

源泉徴収票は、1年間の収入等に基づき計算されているものであり、その他の収入や控除等がある方、また、確定申告等を行っている方は、この手続きでは正しい区市町村民税所得割額は

算定されません。

※上記は大まかな区立延長保育料を把握する方法となります。そのため、実際に算定される区立延長保育料とは異なる場合もありますので、ご了承ください。

例 令和7年4月～8月の保育料等（令和6年度区市町村民税所得割額）
給与収入のみ：支払金額700万円

控除対象配偶者1名、16歳未満の扶養親族2名の場合

住宅借入金等特別控除額は、

保育料では控除しないため、

入力しないでください。

※税額シミュレーションの定額減税額は、「区民税＋都民税」分のため、

区民税分はこの金額の60％となります。
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